
 

３-11 インターネットによる人権侵害について 

（１）インターネットによる人権侵害で、特に問題があると思うこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

■「他人を誹謗中傷したり、差別を助長するなど、人権を侵害する情報を掲載すること」が 52.4％

と最も高く、次いで「個人情報などが流出していること」が 34.7％、「被害者や加害者の実名や

顔写真等の情報を無断で掲載すること」が 29.7％の順となっている。 
 

【前回・前々回比較】 

■「被害者や加害者の実名や顔写真等の情報を無断で掲載すること」は前回より 20.9 ポイント増

加しており、「出会い系サイトなど犯罪を誘発する場となっていること」は 14.3 ポイント、「個

人情報などが流出していること」は 10.7 ポイント減少している。 

■「出会い系サイトなど犯罪を誘発する場となっていること」は前々回より 19.5 ポイント減少し

ている。 

※「リベンジポルノの被害にあうこと」「過去の犯罪歴や悪ふざけの記録が、将来にわたってインターネット上に掲載され続けること」

の選択肢を追加したため、正確な比較はできない。 

問29 インターネットによる人権侵害について、特に問題があると思うのはどのようなことで

すか。以下の中から２つまで選んで○をつけてください。 
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無回答

その他

わからない

特に問題があると思うことはない

過去の犯罪歴や悪ふざけの記録が、将来に

わたってインターネット上に掲載され続けること

リベンジポルノの被害にあうこと

個人情報などが流出していること

ネットポルノが存在すること

被害者や加害者の実名や顔写真等の

情報を無断で掲載すること

出会い系サイトなど犯罪

を誘発する場となっていること

他人を誹謗中傷したり、差別を助長する

など、人権を侵害する情報を掲載すること

28年度（ｎ＝1,014）

24年度（ｎ＝1,065）

19年度（ｎ＝1,168）



 男女別  

 

 

■「個人情報などが流出していること」は、男性より女性が 6.4 ポイント、「被害者や加害者の実

名や顔写真等の情報を無断で掲載すること」は、6.3 ポイント高くなっている。 

■「特に問題があると思うことはない」の割合は、男性が高くなっている。 
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 年代別  

 

 

■「他人を誹謗中傷したり、差別を助長するなど、人権を侵害する情報を掲載すること」は 70 歳

代以上を除くいずれの年代においても５割を超えている。 

■「出会い系サイトなど犯罪を誘発する場となっていること」は 70 歳代以上で 33.9％と、いずれ

の年代に比べて高くなっている。 

■「個人情報などが流出していること」の割合は、若い年代ほど高くなる傾向がみられ、20 歳代で

約５割となっている。 
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など、人権を侵害する情報を掲載すること
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（２）インターネットによる人権侵害を解決するために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「違法な情報発信者に対する監視・取締りを強化する」が 60.7％と最も高く、次いで「プロバイ

ダ等に対し情報の停止・削除を求める」が 34.7％、「インターネット利用者やプロバイダ等に対

して、教育・啓発広報活動を推進する」が 27.4％、「企業等が個人情報保護法を正しく理解し、

適切な安全対策を講ずる」が 22.6％の順となっている。 

 

【前回・前々回比較】 

■前回と比べて大きな違いはみられないが、「インターネット利用者やプロバイダ等に対して、教

育・啓発広報活動を推進する」がやや増加しており、「企業等が個人情報保護法を正しく理解し、

適切な安全対策を講ずる」は減少している。 

問30 インターネットによる人権侵害を解決するためには、特にどのようなことが必要だと思

いますか。以下の中から２つまで選んで○をつけてください。 
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ための人権相談所や電話相談所を充実する
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24年度（ｎ＝1,065）

19年度（ｎ＝1,168）



 

 男女別  

 

 

■男女間で大きな違いはみられないが、「違法な情報発信者に対する監視・取締りを強化する」は

女性が６割を超えている。 

■「特に必要だと思うことはない」は、男性がやや高くなっている。 
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 年代別  

 

 

■「インターネット利用者やプロバイダ等に対して、教育・啓発広報活動を推進する」は 20 歳代

で 39.3％と、いずれの年代より高くなっている。 

■「わからない」の割合は、年代が上がるにつれて高くなる傾向がみられる。 
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